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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第69期中、第70期中及び第71期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失が計上され

ており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第69期及び第70期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (百万円) 11,782 12,603 12,532 28,196 29,513

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △262 △224 △428 693 535

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △229 △234 △283 276 182

純資産額 (百万円) 11,428 11,765 13,271 11,845 12,758

総資産額 (百万円) 30,528 30,687 33,513 31,186 31,660

１株当たり純資産額 (円) 229.03 235.88 266.13 237.42 255.83

１株当たり当期純利益 
又は中間純損失(△) 

(円) △4.59 △4.70 △5.69 5.55 3.65

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 37.4 38.3 39.6 38.0 40.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △945 △528 △331 1,162 1,105

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △288 27 △613 △503 △371

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 62 △435 142 △816 △1,231

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 2,384 2,465 2,107 3,404 2,908

従業員数 (人) 777 791 829 776 815



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 中間連結財務諸表を作成しているため、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益又は中間純損失の記載を省略して

おります。 

  

回次 第69期中 第70期中 第71期中 第69期 第70期 

会計期間 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  10月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成15年 
  10月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成16年
  10月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

売上高 (百万円) 10,544 11,432 11,328 25,768 27,123

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) △367 △384 △527 375 254

当期純利益又は 
中間純損失(△) 

(百万円) △236 △240 △311 163 136

資本金 (百万円) 4,651 4,651 4,651 4,651 4,651

発行済株式総数 (千株) 50,293 50,293 50,293 50,293 50,293

純資産額 (百万円) 10,545 10,756 12,169 10,846 11,700

総資産額 (百万円) 28,350 28,390 30,735 28,854 29,460

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) － － － 2.00 2.00

自己資本比率 (％) 37.2 37.9 39.6 37.6 39.7

従業員数 (人) 532 533 529 529 546



２ 【事業の内容】 

防除機を製造しておりました東北丸山㈱（連結子会社）は、平成17年10月より総合物流会社に事業の内容を変更い

たしました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在

(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 全社(共通)として記載している従業員数は、当社の本社総務部門等管理部門に所属しているものの人数であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び国内連結子会社の労働組合はマルヤマユニオンと称し、組合員数は542人であり、JAMに加盟しておりま

す。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

農林業用機械 618 

工業用機械 110 

その他の機械 67 

不動産賃貸他 2 

全社(共通) 32 

合計 829 

従業員数(人) 529 



第２ 【事業の状況】 
  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の大幅な改善を受けて設備投資が増加するとともに、輸

出、生産及び個人消費においても緩やかに増加しております。また、雇用情勢においても厳しさは残るものの改善

してきており、景気は全体として企業部門の好調さを受けて堅調に推移してまいりました。 

当社グループの主力事業である農林業用機械部門を取り巻く環境は、昨年は一部の地域で水不足や梅雨明けの遅

れなどもありましたが、水稲の作況指数は全国平均で平年値を上回ることとなりました。しかしながら、自主流通

米の価格低迷により農業所得は減少しており、農業外収入も引き続き減少していることもあって、農家の設備投資

意欲は依然として減退しております。また、大雪の影響もあって年末の農林業用機械の買取りも低調で、販売店に

おける機械購入の当用期志向が一段と明確になるなど、市場を巡る企業間競争は更に激しさを加えております。 

こうした情勢下にあって当社グループは、国内では、顧客のニーズに適合した新製品を発売するとともに、全国

的なキャンペーンを展開し、５支店を中心として地域に密着した新製品実演展示会を開催するなど、積極的な販売

活動を展開することによって需要の喚起に努めてまいりました。一方、輸出では、海外での低価格製品に対応した

製品を投入し、新たな海外販路の開拓と販売の拡大に取り組んでまいりました。 

この結果、当社グループの国内売上高は、ホームセンター流通は増加したものの、主力のアグリ流通が大雪の影

響もあって伸び悩んだため減少いたしました。一方、海外売上高は、円安環境の中にあって、北米向けのブロワー

や東南アジア向けのポータブル動力噴霧機が順調に推移した結果、増加いたしましたが、国内売上高の減少を補う

までには至らず、国内外の売上高は12,532百万円（前年同期比0.6％減）となりました。利益面では、当社グループ

全体で固定費圧縮と経費削減を推進することによって、利益の向上に努めてまいりましたが、原油高によって運賃

及び燃料費などが増加した結果、経常損失は428百万円（前年同期経常損失224百万円）となり、中間純損失は283百

万円（前年同期中間純損失234百万円）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 農林業用機械部門 

国内では、新型の背負動力噴霧機、水田用乗用溝切機及びホームセンター向けの刈払機が順調に増加しました

が、果樹園向けの高性能防除機及び水田用の動力散粉機が減少したため、国内売上高合計では減少となりました。

一方、輸出においては、北米向けのブロワーや東南アジア向けのポータブル動力噴霧機が好調だったため、増加と

なりました。この結果、国内外の農林業用機械の売上高合計は8,964百万円（前年同期比0.4％増）、営業損失は125

百万円（前年同期は営業利益92百万円）となりました。 

② 工業用機械部門 

国内では、高圧洗浄機の販売拡大に努めてまいりましたが、売上高は減少となりました。また輸出では、北米向

け小型工業用ポンプが減少となりました。この結果、国内外の売上高合計は2,133百万円（前年同期比3.9％減）、

営業利益は408百万円（前年同期比6.4％増）となりました。 

③ その他の機械部門 

消防機械を主な内容とする、その他の機械部門の売上高合計は1,319百万円（前年同期比1.4％減）、営業利益は9

百万円（前年同期は営業損失14百万円）となりました。 

④不動産賃貸他部門 

不動産賃貸他の売上高は114百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益は94百万円（前年同期比1.4％減）となりま

した。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、短期借入れによる収入474百万円

はありましたが、たな卸資産の増加、法人税等の支払い及び有形固定資産の取得による支払い等により、前連結会

計年度末と比べ801百万円減少し、2,107百万円（前年同期比358百万円減）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において営業活動の結果、使用した資金は331百万円（前年同期比196百万円減）となりまし

た。これは、前中間連結会計期間に比べ「(1) 業績」で記載したとおり、大雪の影響もあり年末の農林業用機械の

買取りが低調で、販売店における機械購入の当用期志向が一段と明確になったこと等により、たな卸資産は増加い

たしましたが、債権流動化による受取手形譲渡高の増加等により売上債権が減少したこと及び仕入債務が増加した

こと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において投資活動の結果、使用した資金は613百万円（前年同期は27百万円の獲得）となりま

した。これは、前中間連結会計期間に比べ㈱マルテックス（連結子会社）が生産設備の取得を行ったこと等によ

り、有形固定資産の取得による支出が増加したこと及び投資有価証券の売却による収入がなかったこと等によるも

のであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間において財務活動の結果、得られた資金は142百万円（前年同期は435百万円の使用）となり

ました。これは、前中間連結会計期間に比べ短期借入れ及び長期借入れによる資金の調達を行ったこと等によるも

のであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額は、各機種ごとの当該期間中の平均販売価格によって計算しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

農林業用機械の一部を除き、原則として、受注生産を行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

農林業用機械 7,415 107.8 

工業用機械 1,609 87.3 

その他の機械 518 115.8 

合計 9,542 104.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

農林業用機械 8,964 100.4 

工業用機械 2,133 96.1 

その他の機械 1,319 98.6 

不動産賃貸他 114 100.8 

合計 12,532 99.4 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

全国農業協同組合連合会 2,110 16.7 2,047 16.3 

㈱クボタ 1,539 12.2 1,520 12.1 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

地球環境との調和と操作の安全性、快適性を追求した機械を提供することによって顧客満足度の向上を実現するた

め、当社技術部門では基礎技術の開発を推進するとともに、グループ各社の技術部門と連携を取りながら新規または

既存分野の商品開発を行っております。  

なお、当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は448百万円であり、開発活動の概要は次のとお

りであります。  

  

①農林業用機械部門 

・動力源となる電池部分をカセット式とし、電池交換及び充電を簡単にできるようにしたバッテリー噴霧機ＭＳＢ１

５１、ＭＳＢ１１１を開発いたしました。  

・今までのＭＳ６００Ｆより一クラス上の５連動噴ＭＳ１３００Ｆ、ＭＳ１６００Ｆを開発いたしました。 

・ドリフト低減ノズルとしてエコシャワーＢ、エコシャワーＳ、エコシャワーＦ、エコシャワーＨノズルを開発いた

しました。 

・環境に配慮し、１千リットルと大きな薬剤タンクに、再利用が可能なポリエチレンを使用したブームスプレーヤＢ

ＳＭ－１０５０ＳＬＴシリーズを開発いたしました。 

・圃場内を歩かずに溝切作業が可能な乗用溝切機ＭＫＦ－Ａ４３０を開発いたしました。 

・当部門に係る研究開発費は、391百万円となっております。 

②工業用機械部門 

・強制冷却によりシール寿命を延ばすことができるＭＷ－Ｋタイプ、ＭＯＤＥＬ－Ｃタイプポンプのシリーズ化をい

たしました。 

・アプリケーションを充実するため、新調圧弁ＭＲＥシリーズ、アンローダＭＯＤＥＬ７８５０、ＭＯＤＥＬ７７３

０を開発いたしました。 

・当部門に係る研究開発費は、38百万円となっております。 

③その他の機械部門 

・表面処理に六価クロムを使用せず、有害物質規制に対応した消火器ＡＫ－Ｃ３Ｋを開発し、販売を開始いたしまし

た。 

・当部門に係る研究開発費は、18百万円となっております。 

  



第３ 【設備の状況】 
  

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修等について完了した

ものは、次のとおりであります。 

①新設 

㈱マルテックス（連結子会社）において、前連結会計年度末に計画しておりましたクランクケース自動組立機

の新設については、平成17年12月に完了し、同月より操業を開始しております。 

これにより、同工場の生産能力は、約20％増加いたしました。 

②改修 

当社において、前連結会計年度末に計画しておりました東金第二工場の改修については、平成18年３月に完了

いたしました。 

この改修は、㈱マルテックスの生産設備新設及び移設に伴う工場棟の改修によるものでありますので、生産能

力に影響はありません。 

  

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 
  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

② 【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 139,061,000 

計 139,061,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 50,293,328 同左
東京証券取引所
(市場第一部) 

－ 

計 50,293,328 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年10月１日～ 
平成18年３月31日 

－ 50,293 － 4,651 － 1,225 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が84,000株（議決権84個）含まれておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 2,247 4.47 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号 2,100 4.18 

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号 2,052 4.08 

株式会社千葉興業銀行 千葉県千葉市美浜区幸町二丁目１番２号 1,625 3.23 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,400 2.78 

アネスト岩田株式会社 東京都渋谷区恵比寿南一丁目９番14号 1,027 2.04 

株式会社クボタ 大阪府大阪市浪速区敷津東一丁目２番47号 954 1.90 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 767 1.53 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 734 1.46 

株式会社タクマ 大阪府大阪市北区堂島浜一丁目３番23号 720 1.43 

計 ― 13,628 27.10 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  422,000 

－ － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 49,648,000 49,648 － 

単元未満株式 普通株式  223,328 － １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 50,293,328 － － 

総株主の議決権 － 49,648 － 



② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までに役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社丸山製作所 

東京都千代田区内神田 
三丁目４番15号 

422,000 － 422,000 0.84 

計 － 422,000 － 422,000 0.84 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 537 504 493 502 455 521 

最低(円) 494 423 426 420 316 344 



第５ 【経理の状況】 
  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計

期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日

まで）の中間財務諸表について、監査法人大手門会計事務所により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金    2,642 2,391  3,193 

受取手形及び 
売掛金 

※４  8,462 8,458  9,497 

たな卸資産    7,220 7,506  5,962 

その他 ※４  595 823  437 

貸倒引当金    △29 △16  △18 

流動資産合計    18,891 61.6 19,163 57.2  19,072 60.2

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

 建物及び 
 構築物 

※1,2 3,885   4,079 4,126   

 土地 ※２ 2,219   2,205 2,219   

 その他 ※1,2 1,338 7,443 24.3 1,517 7,802 23.3 1,327 7,673 24.3

２ 無形固定資産    15 0.0 14 0.0  14 0.0

３ 投資その他の 
  資産 

        

 投資有価証券 ※２ 3,517   5,874 4,385   

 その他   853   681 535   

 貸倒引当金   △33 4,337 14.1 △23 6,533 19.5 △20 4,899 15.5

 固定資産合計    11,796 38.4 14,350 42.8  12,588 39.8

資産合計    30,687 100.0 33,513 100.0  31,660 100.0

          



  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

支払手形及び 
買掛金 

   6,579 7,357  6,937 

短期借入金 ※2,5  3,173 4,219  3,040 

１年以内に償還 
する社債 

   100 100  100 

未払法人税等    201 156  243 

賞与引当金    394 422  402 

その他    835 991  1,003 

流動負債合計    11,284 36.8 13,248 39.5  11,728 37.0

Ⅱ 固定負債         

社債    350 250  300 

長期借入金 ※２  5,692 4,204  5,087 

退職給付引当金    1,163 1,339  1,259 

その他 ※２  432 1,200  526 

固定負債合計    7,638 24.9 6,993 20.9  7,173 22.7

負債合計    18,922 61.7 20,241 60.4  18,901 59.7

          

(資本の部)         

Ⅰ 資本金    4,651 15.2 4,651 13.9  4,651 14.7

Ⅱ 資本剰余金    4,525 14.7 4,525 13.5  4,525 14.3

Ⅲ 利益剰余金    2,127 6.9 2,159 6.4  2,543 8.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

   577 1.9 2,034 6.1  1,151 3.6

Ⅴ 為替換算調整勘定    △49 △0.2 △26 △0.1  △39 △0.1

Ⅵ 自己株式    △66 △0.2 △72 △0.2  △72 △0.2

資本合計    11,765 38.3 13,271 39.6  12,758 40.3

負債及び資本合計    30,687 100.0 33,513 100.0  31,660 100.0

          



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    12,603 100.0 12,532 100.0  29,513 100.0

Ⅱ 売上原価    9,280 73.6 9,209 73.5  21,525 72.9

売上総利益    3,322 26.4 3,323 26.5  7,988 27.1

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

※１  3,374 26.8 3,581 28.6  7,120 24.1

営業損失    52 △0.4 257 △2.1  － －

営業利益    － － － －  868 3.0

Ⅳ 営業外収益         

受取利息   2   0 5   

受取配当金   8   11 32   

その他   34 45 0.3 19 31 0.3 68 107 0.3

Ⅴ 営業外費用         

支払利息   94   83 183   

退職給付費用   80   80 160   

その他   43 218 1.7 38 202 1.6 95 439 1.5

経常損失    224 △1.8 428 △3.4  － －

経常利益    － － － －  535 1.8

Ⅵ 特別利益         

前期損益修正益   0   － 3   

貸倒引当金 
戻入額 

  4   － 17   

固定資産譲渡益 ※２ 1   7 2   

投資有価証券 
売却益 

  104 111 0.9 － 7 0.0 180 203 0.7

Ⅶ 特別損失         

固定資産処分損   7   7 35   

減損損失 ※３ －   12 －   

投資有価証券 
評価損 

  －   － 37   

社葬費用   －   － 37   

役員退職慰労金   168   － 168   

子会社事業所 
移転費用 

  － 175 1.4 31 51 0.4 － 278 0.9

税金等調整前 
中間純損失 

   288 △2.3 471 △3.8  － －

税金等調整前 
当期純利益 

   － － － －  460 1.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  186   142 380   

法人税等調整額   △240 △54 △0.4 △330 △187 △1.5 △102 278 1.0

中間純損失    234 △1.9 283 △2.3  － －

当期純利益    － － － －  182 0.6

          



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,525 4,525   4,525

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  4,525 4,525   4,525

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,461 2,543   2,461

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   当期純利益 － － － － 182 182

Ⅲ 利益剰余金減少高     

   配当金 99 99 99 

   中間純損失 234 334 283 383 － 99

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  2,127 2,159   2,543

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益 
又は中間純損失(△) 

 △288 △471 460 

減価償却費  301 351 618 

減損損失  － 12 － 

貸倒引当金の増減額 
(減少：△) 

 △33 0 △57 

賞与引当金の増減額 
(減少：△) 

 8 20 16 

退職給付引当金の増減額 
(減少：△) 

 35 79 131 

役員退職引当金の増減額 
(減少：△) 

 △73 － △73 

受取利息及び受取配当金  △11 △12 △38 

支払利息  94 83 183 

投資有価証券売却益  △104 － △180 

役員退職慰労金  168 － 168 

売上債権の増減額 
(増加：△) 

 833 1,124 △198 

たな卸資産の増減額 
(増加：△) 

 △811 △1,541 449 

仕入債務の増減額 
(減少：△) 

 △265 410 △13 

その他  △11 △89 221 

小計  △159 △31 1,686 

利息及び配当金の受取額  11 12 38 

利息の支払額  △93 △83 △179 

法人税等の支払額  △287 △229 △440 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △528 △331 1,105 



  

  
  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度の 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

定期預金の預入による 
支出 

△67 △77 △251 

定期預金の払戻による 
収入 

67 77 144 

有形固定資産の取得による 
支出 

△279 △620 △734 

投資有価証券の取得による 
支出 

△56 △0 △406 

投資有価証券の売却による 
収入 

351 － 839 

貸付金の回収による収入 14 0 29 

その他 △3 6 6 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

27 △613 △371 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金の純増減額 
(減少：△) 

△15 474 10 

長期借入れによる収入 － 100 150 

長期借入金の返済による 
支出 

△261 △281 △1,177 

社債償還による支出 △50 △50 △100 

自己株式の取得による支出 △9 △0 △14 

配当金の支払額 △99 △99 △99 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△435 142 △1,231 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

△2 1 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(減少：△) 

△939 △801 △496 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

3,404 2,908 3,404 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

2,465 2,107 2,908 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数   ８社 

連結子会社の名称 

日本クライス株式会社、

マルヤマエクセル株式会

社、マルヤマU.S.,INC.、

西部丸山株式会社、丸山

工機株式会社、東北丸山

株式会社、株式会社マル

テックス、丸睦興産株式

会社 

連結子会社の数   ８社 

連結子会社の名称 

同左 

連結子会社の数   ８社 

連結子会社の名称 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社 

  該当ありません。 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社 

同左 

(1) 持分法を適用した非連

結子会社及び関連会社 

同左 

  (2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社 

①非連結子会社 

該当ありません。 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社 

①非連結子会社 

同左 

(2) 持分法を適用しない非

連結子会社及び関連会社 

①非連結子会社 

同左 

  ②関連会社 

香港丸山有限公司

は、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分

法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体として

も重要性がないため、

持分法の適用範囲から

除外しております。 

②関連会社 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

②関連会社 

香港丸山有限公司

は、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う

額)等からみて、持分

法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

    なお、香港丸山有限公

司は、清算手続き中であ

ります。 

  

３ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は、全部資本

直入法により処理

し、売却原価は総

平均法により算

定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は総平均

法により算定) 

  時価のないもの 

評価基準 原価法 

評価方法 総平均 

     法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

評価基準 時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

評価基準 原価法 

評価方法 総平均法 

③たな卸資産 

同左 

③たな卸資産 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

      定率法 

 ただし、建物(建物

附属設備を除く。)及

び賃貸専用有形固定資

産については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 

３～50年 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

      定額法 

 ただし、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備えるた

め、一般債権について

は貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②賞与引当金 

従業員の賞与の支払

に備えるため、支給見

込額基準により計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

同左 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

国内連結子会社は、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上しております。 

なお、会計基準変更

時差異(2,407百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

また、数理計算上の

差異は、各連結会計年

度の発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(15

年)による定額法によ

り按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年

度から費用処理するこ

ととしております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当社及び

国内連結子会社は、当

連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更

時差異(2,407百万円)

については、15年によ

る按分額を費用処理し

ております。 

また、数理計算上の

差異は、各連結会計年

度の発生時における従

業員の平均残存勤務期

間以内の一定年数(15

年)による定額法によ

り按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年

度から費用処理するこ

ととしております。 

  ④役員退職引当金 

 「追加情報」の項参

照。 

――――― 

  

④役員退職引当金 

 「追加情報」の項参

照。 

  (4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の直

物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益

として処理しておりま

す。 

なお、在外子会社の資

産及び負債、収益及び費

用は、中間連結決算日の

直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算

調整勘定に含めておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

なお、在外子会社の資

産及び負債、収益及び費

用は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整

勘定に含めております。 



  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  (6) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によ

っております。なお、

振当処理の要件を満た

している為替予約につ

いては振当処理によ

り、特例処理の要件を

満たしている金利スワ

ップについては特例処

理によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

ａ為替予約 外貨建売上 
債権 

ｂ金利スワ 
 ップ 

長期借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

当社及び一部の連結

子会社は輸出取引にお

ける為替及び金融取引

における市場金利に関

するリスクをヘッジす

る目的で行っておりま

す。 

なお、デリバティブ

取引については、実際

の輸出取引及び金融取

引の金額を上限とし、

投機目的のための取引

は行わない方針であり

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 



  

  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  ④ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象のキャッ

シュ・フローの変動の

累計とヘッジ手段のキ

ャッシュ・フローの変

動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動額等

を基礎にして、ヘッジ

有効性を評価しており

ます。ただし、特例処

理によっている金利ス

ワップについては、有

効性の評価を省略して

おります。 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

  (7) 消費税等の会計処理方

法 

消費税等は税抜方式を

採用しております。 

(7) 消費税等の会計処理方

法 

同左 

(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等は税抜方式

を採用しております。 

４ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (固定資産の減損に係る会計基準)   

――――――― 当中間連結会計期間から、固定

資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日)）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税金

等調整前中間純損失は12百万円増

加しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき土地勘定の金額から直

接控除しております。 

――――――― 



追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(役員退職慰労金制度の廃止)   (役員退職慰労金制度の廃止) 

当社及び当社の連結子会社は従

来、役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく中間期末

要支給額の50％相当額を計上して

おりましたが、平成16年11月の取

締役会及び監査役会での役員退職

慰労金制度の廃止決議を経て、平

成16年12月21日開催の定時株主総

会において、役員の退任時に退職

慰労金制度廃止日（定時株主総会

終結時）までの在任期間に応じた

退職慰労金を支給することを決議

いたしました。 

これに伴い、在任期間に応じた

支給額と前事業年度末の役員退職

引当金残高との差額168百万円は特

別損失とし、また、未払役員退職

慰労金相当額244百万円は固定負債

「その他」（長期未払金）として

計上しております。 

――――――― 当社及び当社の連結子会社は従

来、役員の退職慰労金の支払に備

えるため、内規に基づく期末要支

給額の50％相当額を計上しており

ましたが、平成16年11月の取締役

会及び監査役会での役員退職慰労

金制度の廃止決議を経て、平成16

年12月21日開催の定時株主総会に

おいて、役員の退任時に退職慰労

金制度廃止日（定時株主総会終結

時）までの在任期間に応じた退職

慰労金を支給することを決議いた

しました。 

これに伴い、在任期間に応じた

支給額と前事業年度末の役員退職

引当金残高との差額168百万円は特

別損失とし、また、未払役員退職

慰労金相当額244百万円は固定負債

「その他」（長期未払金）として

計上しております。 

      

(法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

  (法人事業税における外形標準課税

部分の連結損益計算書上の表示方

法) 

実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会  平成16年２月13日）に基づ

き、当中間連結会計期間から法人

事業税の付加価値割及び資本割を

販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

この結果、販売費及び一般管理

費が16百万円増加し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前中間純

損失が、16百万円増加しておりま

す。 

――――――― 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会 (平成16年２月13日)）に基づ

き、当連結会計年度から法人事業

税の付加価値割及び資本割を販売

費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理

費が37百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純

利益が、37百万円減少しておりま

す。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

番号 
前中間連結会計期間末
(平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年３月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、12,345百万円であります。 

有形固定資産の減価償却累計額

は、12,557百万円であります。 

有形固定資産の減価償却累計額

は、12,290百万円であります。 

※２ このうち、担保提供資産は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 2,676百万円 

土地 1,141  

有形固定資産 
「その他」 
(機械及び装置) 

57  

投資有価証券 1,205  

合計 5,080  

このうち、担保提供資産は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 2,569百万円 

土地 1,141  

有形固定資産 
「その他」 
(機械及び装置) 

49  

投資有価証券 2,163  

合計 5,923  

このうち、担保提供資産は、次

のとおりであります。 

建物及び構築物 2,639百万円 

土地 1,141  

有形固定資産 
「その他」 
(機械及び装置) 

52  

投資有価証券 1,516  

合計 5,350  

  なお、上記に対応する債務は、

次のとおりであります。 

なお、上記に対応する債務は、

次のとおりであります。 

なお、上記に対応する債務は、

次のとおりであります。 

  短期借入金 1,453百万円 

長期借入金 5,692  

固定負債 
「その他」 
(長期預り金) 

182  

合計 7,328  

短期借入金 1,990百万円 

長期借入金 4,152  

固定負債 
「その他」 
(長期預り金) 

176  

合計 6,318  

短期借入金 1,308百万円 

長期借入金 5,087  

固定負債 
「その他」 
(長期預り金) 

179  

合計 6,575  

 ３ ――――― 受取手形割引高が1百万円あり

ます。 

――――― 

※４ 債権流動化による受取手形の譲

渡高（367百万円）のうち遡及義

務として36百万円が支払留保され

ております。 

債権流動化による受取手形の譲

渡高（692百万円）のうち遡及義

務として69百万円が支払留保され

ております。 

債権流動化による受取手形の譲

渡高（416百万円）のうち遡及義

務として41百万円が支払留保され

ております。 

※５ 運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。 

貸出コミット 
メントの総額 

4,000百万円 

借入実行残高 －  

差引額 4,000  

運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は、

次のとおりであります。 

貸出コミット 
メントの総額 

4,000百万円 

借入実行残高 500  

差引額 3,500  

運転資金の効率的な調達を行う

ため、取引銀行８行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当連結会計

年度末の借入未実行残高は、次の

とおりであります。 

貸出コミット 
メントの総額 

4,000百万円 

借入実行残高 －  

差引額 4,000  



(中間連結損益計算書関係) 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

番号 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち、

主要な費目は次のとおりでありま

す。 

  減価償却費 48百万円 

賞与引当金繰入額 229  

退職給付費用 130  

従業員給与及び 
手当 

1,113  

減価償却費 50百万円 

賞与引当金繰入額 247  

退職給付費用 127  

貸倒引当金繰入額 0  

従業員給与及び 
手当 

1,171  

運賃 789百万円 

減価償却費 102  

賞与引当金繰入額 232  

退職給付費用 260  

従業員給与及び 
手当 

2,260  

※２ ――――――― 固定資産譲渡益は、次のとおり

であります。 

車輌運搬具 0百万円 

土地 7  

合計 7  

固定資産譲渡益は、次のとおり

であります。 

機械及び装置 0百万円 

車輌運搬具 0  

工具、器具及び 
備品 

2  

合計 2  

※３ ――――――― 当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

――――――― 

    場所 用途 種類 

福島県岩瀬郡等 

全４箇所 
遊休 土地 

  

    当社グループは、損益管理単位

である事業所ごとにグルーピング

を行っております。なお、事業の

用に供していない遊休資産等につ

いては個別に取り扱っておりま

す。 

上記土地につきましては使用見

込みがなく、回収可能価額（正味

売却価額）が取得原価に比べて著

しく下落したため12百万円の減損

損失を計上しました。 

回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、固定資産税評

価額を合理的に調整した価格に基

づき評価しております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,642 百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△177  

現金及び現金同等物 2,465  

現金及び預金勘定 2,391百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△284  

現金及び現金同等物 2,107  

現金及び預金勘定 3,193百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△284  

現金及び現金同等物 2,908  



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

149 66 83

その他 
(工具器 
具備品) 

154 75 79

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

106 47 59

合計 411 189 222 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

149 87 61

その他 
(工具器 
具備品) 

141 65 75

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

116 58 58

合計 407 212 195 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

149 77 72 

その他 
(工具器 
具備品) 

140 58 82 

無形固定
資産 
(ソフト 
ウェア) 

106 58 48 

合計 397 193 203 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 72百万円

１年超 149 

合計 222 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 73百万円

１年超 122 

合計 195 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 70百万円

１年超 132 

合計 203 

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 41 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 84百万円

減価償却費相当額 84 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 21百万円

１年超 30 

合計 52 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 22 

合計 37 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 19百万円

１年超 28 

合計 48 

  

――――――― 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

  

――――――― 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

当中間連結会計期間末(平成18年３月31日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

金融債 349 349 △0 

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 2,032 3,006 974 

投資信託 4 4 0 

合計 2,037 3,011 974 

関連会社株式 9百万円

その他有価証券 

 非上場株式 146百万円

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

金融債 349 349 △0 

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1,976 5,407 3,430 

関連会社株式 9百万円

その他有価証券 

 非上場株式 108百万円



前連結会計年度末(平成17年９月30日) 

有価証券 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

（注）その他有価証券で時価のない株式について37百万円減損処理を行っております。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年３月31日)及び当中間連結会計期間末(平成18年３月31日)並びに前連結会計年

度末(平成17年９月30日) 

  

当社及び一部の連結子会社におけるデリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はあり

ません。 

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

金融債 349 349 △0 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 1,975 3,917 1,941 

関連会社株式 9百万円

その他有価証券 

 非上場株式 108百万円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日) 

  

当中間連結会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

  

前連結会計年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 農林業用機械  噴霧機、散布機、土壌消毒機、常温煙霧機、刈払機、チェンソー、ヘッジトリマー、ブロワー、水田

溝切機、灌水ポンプ等 

(2) 工業用機械   高圧ポンプ、高圧洗浄機、洗浄装置等 

(3) その他の機械  消火器、防災関連機器、環境衛生用機械等 

(4) 不動産賃貸他  不動産賃貸、損害保険代理業 

３ 「消去又は全社」の項目に含めた金額及び主な内容は、以下のとおりであります。 

  

  
農林業用 
機械 
(百万円) 

工業用 
機械 
(百万円) 

その他の
機械 
(百万円) 

不動産
賃貸他 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高及び営業損益      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

8,931 2,219 1,338 113 12,603 － 12,603

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 65 65 (65) －

計 8,931 2,219 1,338 178 12,668 (65) 12,603

営業費用 8,838 1,835 1,353 83 12,110 544 12,655

営業利益又は 
営業損失(△) 

92 384 △14 95 557 (609) △52

  
農林業用 
機械 
(百万円) 

工業用 
機械 
(百万円) 

その他の
機械 
(百万円) 

不動産
賃貸他 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高及び営業損益      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

8,964 2,133 1,319 114 12,532 － 12,532

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 68 68 (68) －

計 8,964 2,133 1,319 183 12,601 (68) 12,532

営業費用 9,090 1,724 1,309 89 12,214 576 12,790

営業利益又は 
営業損失(△) 

△125 408 9 94 387 (644) △257

  
農林業用 
機械 
(百万円) 

工業用 
機械 
(百万円) 

その他の
機械 
(百万円) 

不動産
賃貸他 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高及び営業損益      

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

21,644 5,141 2,500 226 29,513 － 29,513

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － 131 131 (131) －

計 21,644 5,141 2,500 357 29,644 (131) 29,513

営業費用 20,747 4,054 2,547 166 27,516 1,129 28,645

営業利益 897 1,087 △47 191 2,128 (1,260) 868

消去又は全社の 
項目に含めた金額 

前中間連結会計期間 
(百万円) 

当中間連結会計期間
(百万円) 

前連結会計年度
(百万円) 

主な内容 

配賦不能営業費用 609 644 1,260
当社の本社総務部門等 
管理部門に係る費用 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日)及び当中間連結会計期間(自平成17年10月１日

至平成18年３月31日)並びに前連結会計年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

  

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合が、いずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年10月１日 至平成17年３月31日) 

  

当中間連結会計期間(自平成17年10月１日 至平成18年３月31日) 

  

前連結会計年度(自平成16年10月１日 至平成17年９月30日) 

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

北米………………米国、カナダ 

欧州………………フランス、ベルギー他 

その他の地域……韓国、台湾他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,175 1,328 538 3,042 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   12,603 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.3 10.5 4.3 24.1 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,240 1,318 625 3,184 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   12,532 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

9.9 10.5 5.0 25.4 

  北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,365 2,161 1,580 7,107 

Ⅱ 連結売上高(百万円)   29,513 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

11.4 7.3 5.4 24.1 



(１株当たり情報) 

(注) １ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失

が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり中間純損失及び当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり純資産額 235円88銭 １株当たり純資産額 266円13銭 １株当たり純資産額 255円83銭

１株当たり中間純損失 4円70銭 １株当たり中間純損失 5円69銭 １株当たり当期純利益 3円65銭

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前連結会計年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間純損失(△)又は 
当期純利益 

(百万円) △234 △283 182 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － － 

普通株式に係る中間純損失 
(△)又は当期純利益 

(百万円) △234 △283 182 

普通株式の期中平均株式数 (株) 49,887,514 49,871,091 49,881,048 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     2,087 1,627   2,605 

受取手形 ※５   1,352 843   2,200 

売掛金     6,521 6,891   6,657 

たな卸資産     5,933 6,292   4,832 

その他 ※5,7   1,417 1,626   1,215 

貸倒引当金     △17 △11   △12 

流動資産合計     17,293 60.9 17,270 56.2   17,498 59.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

建物 ※1,2   3,320 3,538   3,569 

土地 ※２   1,775 1,770   1,775 

その他 ※1,2   1,021 1,022   951 

有形固定資産 
合計 

    6,116 21.6 6,331 20.6   6,296 21.4

２ 無形固定資産     13 0.0 12 0.0   13 0.0

３ 投資その他の 
  資産 

          

投資有価証券 ※２   4,292 6,641   5,158 

その他     674 484   495 

貸倒引当金     △1 △4   △1 

投資その他の 
資産合計 

    4,965 17.5 7,121 23.2   5,651 19.2

固定資産合計     11,096 39.1 13,465 43.8   11,961 40.6

資産合計     28,390 100.0 30,735 100.0   29,460 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

支払手形     2,416 1,546   3,014 

買掛金     4,949 6,374   4,704 

短期借入金 ※2,6   1,791 2,952   1,780 

１年以内に償還 
する社債 

    100 100   100 

未払法人税等     33 32   125 

賞与引当金     293 304   299 

その他     695 708   881 

流動負債合計     10,280 36.2 12,018 39.1   10,905 37.0

Ⅱ 固定負債           

社債     350 250   300 

長期借入金 ※２   5,672 4,054   4,937 

退職給付引当金     987 1,130   1,066 

その他 ※２   343 1,113   550 

固定負債合計     7,352 25.9 6,547 21.3   6,854 23.3

負債合計     17,633 62.1 18,566 60.4   17,759 60.3

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     4,651 16.4 4,651 15.1   4,651 15.8

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金     1,225 1,225   1,225 

その他資本 
剰余金 

    3,300 3,300   3,300 

資本剰余金合計     4,525 15.9 4,525 14.7   4,525 15.4

Ⅲ 利益剰余金           

任意積立金     730 727   730 

中間(当期) 
未処分利益 

    342 311   719 

利益剰余金合計     1,072 3.8 1,039 3.4   1,449 4.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    574 2.0 2,027 6.6   1,147 3.9

Ⅴ 自己株式     △66 △0.2 △72 △0.2   △72 △0.3

資本合計     10,756 37.9 12,169 39.6   11,700 39.7

負債及び資本合計     28,390 100.0 30,735 100.0   29,460 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     11,432 100.0 11,328 100.0   27,123 100.0

Ⅱ 売上原価     8,932 78.1 8,869 78.3   20,783 76.6

売上総利益     2,499 21.9 2,459 21.7   6,340 23.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    2,901 25.4 2,999 26.5   6,128 22.6

営業損失     401 △3.5 540 △4.8   － －

営業利益     － － － －   211 0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   190 1.7 173 1.5   376 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   173 1.5 161 1.4   334 1.2

経常損失     384 △3.3 527 △4.7   － －

経常利益     － － － －   254 0.9

Ⅵ 特別利益 ※３   108 0.9 － －   188 0.7

Ⅶ 特別損失 ※４   122 1.1 8 0.0   214 0.8

税引前中間 
純損失 

    398 △3.5 535 △4.7   － －

税引前当期 
純利益 

    － － － －   227 0.8

法人税、住民税 
及び事業税 

  18   18 164   

法人税等調整額   △176 △157 △1.4 △243 △224 △2.0 △73 91 0.3

中間純損失     240 △2.1 311 △2.7   － －

当期純利益     － － － －   136 0.5

前期繰越利益     582 622   582 

中間(当期) 
未処分利益 

    342 311   719 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会

社株式 

評価基準 原価法 

評価方法 総平均法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会

社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法（評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は総平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価

格等に基づく時価

法（評価差額は、

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は総平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

評価基準 原価法 

評価方法 総平均 

     法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ 

評価基準 時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

  (3) たな卸資産 

評価基準 原価法 

評価方法 総平均法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

      定率法 

ただし、建物（建物附

属設備を除く。）及び賃

貸専用有形固定資産につ

いては定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物  ３～50年 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

      定額法 

ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に

備えるため、支給見込額

基準により計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

なお、会計基準変更時

差異（1,954百万円）に

ついては、15年による按

分額を費用処理しており

ます。 

また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

年数（15年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することと

しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計

上しております。 

なお、会計基準変更時

差異（1,954百万円）に

ついては、15年による按

分額を費用処理しており

ます。 

また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

年数（15年）による定額

法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することと

しております。 

  (4) 役員退職引当金 

「追加情報」の項参

照。 

――――― (4) 役員退職引当金 

「追加情報」の項参

照。 

４ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、振当

処理の要件を満たしてい

る為替予約については振

当処理により、特例処理

の要件を満たしている金

利スワップについては特

例処理によっておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

ａ為替予約 外貨建売上 
債権 

ｂ金利スワ 
 ップ 

長期借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

当社は輸出取引におけ

る為替及び金融取引にお

ける市場金利に関するリ

スクをヘッジする目的で

行っております。 

なお、デリバティブ取

引については、実際の輸

出取引及び金融取引の金

額を上限とし、投機目的

のための取引は行わない

方針であります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計

を半期毎に比較し、両者

の変動額等を基礎にし

て、ヘッジ有効性を評価

しております。ただし、

特例処理によっている金

利スワップについては、

有効性の評価を省略して

おります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等は、税抜方式を

採用しております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (固定資産の減損に係る会計基準)   

――――――― 当中間会計期間から、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これにより税引前中

間純損失は4百万円増加しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき土地勘定の金額から直接

控除しております。 

――――――― 



追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

(役員退職慰労金制度の廃止)   (役員退職慰労金制度の廃止) 

当社は従来、役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額の50％相当額

を計上しておりましたが、平成16

年11月の取締役会及び監査役会で

の役員退職慰労金制度の廃止決議

を経て、平成16年12月21日開催の

定時株主総会において、役員の退

任時に退職慰労金制度廃止日（定

時株主総会終結時）までの在任期

間に応じた退職慰労金を支給する

ことを決議いたしました。 

これに伴い、在任期間に応じた

支給額と前事業年度末の役員退職

引当金残高との差額115百万円は特

別損失とし、また、未払役員退職

慰労金相当額157百万円は固定負債

「その他」（長期未払金）として

計上しております。 

――――――― 当社は従来、役員の退職慰労金

の支払に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の50％相当額を計

上しておりましたが、平成16年11

月の取締役会及び監査役会での役

員退職慰労金制度の廃止決議を経

て、平成16年12月21日開催の定時

株主総会において、役員の退任時

に退職慰労金制度廃止日(定時株主

総会終結時)までの在任期間に応じ

た退職慰労金を支給することを決

議いたしました。 

これに伴い、在任期間に応じた

支給額と前事業年度末の役員退職

引当金残高との差額115百万円は特

別損失とし、また、未払役員退職

慰労金相当額157百万円は固定負債

「その他」(長期未払金)として計

上しております。 

      

(法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

  (法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法) 

実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会  平成16年２月13日）に基づ

き、当中間会計期間から法人事業

税の付加価値割及び資本割を販売

費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理

費が14百万円増加し、営業損失、

経常損失及び税引前中間純損失

が、14百万円増加しております。 

――――――― 実務対応報告第12号「法人事業

税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（企業会計基準委員

会 (平成16年２月13日)）に基づ

き、当事業年度から法人事業税の

付加価値割及び資本割を販売費及

び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理

費が34百万円増加し、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益

が、34百万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

番号 内容 
前中間会計期間末
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※１ 有形固定資産の 

減価償却累計額 

  

9,906百万円 

  

10,186百万円 

  

9,987百万円 

※２ 担保提供資産 

(イ)工場財団 

      

  建物 

土地 

有形固定資産 
「その他」 
(機械及び装置) 

 合計 

1,209百万円

785 

 
57 

 

2,052 

1,164百万円

785 

 
49 

 

1,999 

1,201百万円

785 

 
52 

 

2,040 

  上記に対応する債務 

短期借入金 

長期借入金 

 合計 

  

851百万円

1,952 

2,803 

  

1,858百万円

94 

1,952 

  

856百万円

1,273 

2,130 

  (ロ)工場財団以外のもの 

建物 

土地 

投資有価証券 

 合計 

  

1,279百万円

16 

1,205 

2,500 

  

1,223百万円

16 

2,163 

3,403 

  

1,252百万円

16 

1,516 

2,785 

  上記に対応する債務 

短期借入金 

長期借入金 

固定負債 
「その他」 
(長期預り金) 

 合計 

  

412百万円

3,720 

182

4,314 

  

112百万円

3,908 

176

4,196 

  

412百万円

3,664 

179 

4,255 

 ３ 偶発債務 

関係会社における銀行

借入金などに対する債

務保証額 

      

  マルヤマU.S.,INC. 65百万円 

(600千米ドル)

100百万円 

(850千米ドル)

68百万円 

(600千米ドル)

  丸山工機㈱ ――――― 50百万円 ――――― 

 ４ 受取手形割引高 ――――― 1百万円 ――――― 

※５ 債権流動化による受取手

形譲渡高及び支払が留保

されている金額 

債権流動化による受取

手形の譲渡高（367百万

円）のうち遡及義務とし

て36百万円が支払留保さ

れております。 

債権流動化による受取

手形の譲渡高（692百万

円）のうち遡及義務とし

て69百万円が支払留保さ

れております。 

債権流動化による受取

手形の譲渡高（416百万

円）のうち遡及義務とし

て41百万円が支払留保さ

れております。 

※６ コミットメント契約 運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行

８行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未

実行残高は、次のとおり

であります。 
貸出コミット 
メントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 

運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行

８行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未

実行残高は、次のとおり

であります。 
貸出コミット
メントの総額 4,000百万円

借入実行残高 500 

差引額 3,500 

運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行

８行と貸出コミットメン

ト契約を締結しておりま

す。この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行

残高は、次のとおりであ

ります。 
貸出コミット 
メントの総額 4,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 4,000 



  

  

(中間損益計算書関係) 

  

番号 内容 
前中間会計期間末
(平成17年３月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年３月31日) 

前事業年度末 
(平成17年９月30日) 

※７ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、

その差額を流動資産の

「その他」に計上してお

ります。 

同左 ――――― 

番号 内容 
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

※１ 営業外収益       

  受取利息 

受取配当金 

8百万円

111 

7百万円

108 

16百万円

220 

※２ 営業外費用       

  支払利息 

退職給付費用 

80百万円

65 

68百万円

65 

154百万円

130 

※３ 特別利益       

  投資有価証券売却益 104百万円 －百万円 180百万円 

※４ 特別損失       

  役員退職慰労金 

減損損失 

115百万円

－ 

－百万円

4 

115百万円

－ 

      当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産に

ついて減損損失を計上し

ました。 

  

      場所 用途 種類

福島県 

岩瀬郡 
遊休 土地

  

      当社は、損益管理単位

である事業所ごとにグル

ーピングを行っておりま

す。なお、事業の用に供

していない遊休資産等に

ついては個別に取り扱っ

ております。 

上記土地につきまして

は使用見込みがなく、回

収可能価額（正味売却価

額）が取得原価に比べて

著しく下落したため4百

万円の減損損失を計上し

ました。 

回収可能価額は正味売

却価額により測定してお

り、固定資産税評価額を

合理的に調整した価格に

基づき評価しておりま

す。 

  

 ５ 減価償却実施額       

  有形固定資産 

無形固定資産 

187百万円

0 

225百万円

0 

403百万円

0 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

39 21 17

その他 
(工具器 
具備品) 

154 75 79

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

94 42 51

合計 288 139 148 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

39 27 12

その他 
(工具器 
具備品) 

141 65 75

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 

104 51 52

合計 285 144 140 

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円)

その他 
(機械及 
び装置) 

39 24 15 

その他 
(工具器 
具備品) 

140 58 82 

無形固定
資産 
(ソフト 
ウェア) 

94 52 41 

合計 274 135 139 

なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高の有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

同左 なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 54百万円

１年超 94 

 合計 148 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 55百万円

１年超 85 

 合計 140 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 52百万円

１年超 86 

 合計 139 

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 32百万円

減価償却費相当額 32 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 66百万円

減価償却費相当額 66 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 21百万円

１年超 30 

 合計 52 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 15百万円

１年超 22 

 合計 37 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 19百万円

１年超 28 

 合計 48 

  

――――――― 

(減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省

略しております。 

  

――――――― 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年３月31日)及び当中間会計期間末(平成18年３月31日)並びに前事業年度末(平成17年

９月30日)において、子会社株式及び関連会社株式で、時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 
  
事業年度 

(第70期) 
  
自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日 
  

平成17年12月21日 

関東財務局長に提出 

(2) 

  

有価証券報告書の 

訂正報告書 
  
事業年度 

(第70期) 
  
自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日 
  

平成18年５月19日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年６月16日

株式会社丸山製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸山製作所の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年10月１日か

ら平成17年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 大手門会計事務所 

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  武 田  平 吉  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  植 木  暢 茂  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩 崎  哲 士  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年６月16日

株式会社丸山製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸山製作所の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年10月１日か

ら平成18年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社丸山製作所及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 大手門会計事務所 

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  武 田  平 吉  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  植 木  暢 茂  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩 崎  哲 士  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年６月16日

株式会社丸山製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸山製作所の平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第70期事業年度の中間会計期間（平成16年10月１日から

平成17年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社丸山製作所の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年10月

１日から平成17年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 大手門会計事務所 

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  武 田  平 吉  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  植 木  暢 茂  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩 崎  哲 士  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年６月16日

株式会社丸山製作所 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社丸山製作所の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第71期事業年度の中間会計期間（平成17年10月１日から

平成18年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社丸山製作所の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年10月

１日から平成18年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

監査法人 大手門会計事務所 

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  武 田  平 吉  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  植 木  暢 茂  ㊞

代 表 社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩 崎  哲 士  ㊞

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管しております。 
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